
はしがき

最近は、ほとんど耳にすることがなくなった言葉に、「クロヨン」

及び「トーゴーサンピン」がある。 50 歳代以下の人には馴染みが

うすく初耳だという人も少なくないかもしれない。

このクロヨンとかトーゴーサンビンという言葉は、昭和 30 年代

に使用され始めたようである。昭和 63 年 3 月 18 日の参議院予算委

員会の審議において、答弁に立った竹下登総理大臣は「サラリーマ

ンの方の給与、なかんずく源泉徴収を受けられるサラリーマンの方

とでも申しましょうか、この中でクロヨンとかトーゴーサンピンと

かいろんな言葉、これは調べてみますと昭和 30 年代から言われた

言葉で、その前は余りないようでございます」と述べている。

著者が国税庁に異動した昭和 60 年も国会の審議において、この

クロヨン問題が議論されていた。その年の 3 月 27 日に税務訴訟史

上に大きな足跡を残すことになった大法廷判決が下されたことも

あって、クロヨン問題の議論が活発になったわけである。

その大法廷判決とは、「サラリーマン税金訴訟（大島訴訟）」と

一般に言い習わされている事件で、大学教授である上告人（以下「納

税者」という）が昭和 39 年分の所得税について、給与所得のほか

に雑所得があり申告義務があったにもかかわらず申告しなかったた

め決定処分を受けたという事件だ。

争点は、給与所得者（サラリーマン）は事業所得者等に比べ必要

経費が認められず、不公平な所得税の負担を課され給与所得者を差

別的に扱っているから、上記処分は憲法 14 条に違反し無効である

と納税者が訴えたものである。

裁判では、納税者の訴えは認められず、最高裁で敗訴が確定し

た。しかし、裁判の過程で納税者は、給与所得の捕捉率は、他の事

業所得や農業所得のそれに比べてきわめて高く、給与所得は 9 割、



事業所得は 6 割、農業所得は 4 割の捕捉率と一般にいわれており、

給与所得者は著しく不利益な取扱いを受けていると主張したもので

ある。つまり 9·6·4 （クロヨン）というわけで、実際はもっと格

差は大きく 10 割、 5 割、 4 割の捕捉率とも述べている。この問題に

ついて、金子宏名巻教授は「所得の相違による把握較差の問題」と

述べておられる（「租税法 24 版』 (2021) 64 頁）。

この給与所得の捕捉率が 9 割ということは、 1 割は捕捉されてい

ないものがあるということを示唆する。給与所得者の基本給や諸手

当等の現金給付が捕捉されないということは通常考えられないか

ら、現金給付以外のいわゆる現物による給付については捕捉漏れ、

把握漏れの可能性があり、それが 1 割程度はあるのではないかとい

うわけだ。しかし、この 1 割という数字は事業所得や農業所得の捕

捉漏れとの格差が大きいところから、クロヨン問題として注目を浴

びたということになる。

なお、トーゴーサンピンは、順に給与所得、事業所得、農業所得、

政治家の所得捕捉率とされている。

前置きが長くなったが、この 1 割に相当する部分が給与所得者が

受ける現金給付以外の給付、すなわち、一般に「フリンジ・ベネ

フィット (Fringe Benefits) 」と呼ばれているものというわけであ

る。また、フリンジ・ベネフィットについては、これに見合う日本

語の「余禄」という言葉を言い換えた「付加的給付」や「追加的給

付」という言い方もあるようだ。

いずれにしても、このフリンジ・ベネフィットという言葉は、税

法上定義されていないので、その意義は必ずしも一様ではないよう

である。一般には、所得税法 36 条 1 項にいう「金銭以外の物又は

権利その他経済的な利益」と同義又は近い概念として現物給与や経

済的利益を幅広く捉えた概念として議論されることが多い。

なお、石島弘教授によれば、フリンジ・ベネフィットは、その発

・
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生形態の視点から、現金所得以外のすべての利益、現金によらない

利益、（従業員としての）地位に基づく利得など、内容の視点から

は「経済的利益」といわれていると紹介されている（「フリンジ・

ベネフィットー現物給与の検討を中心として一」租税法研究 17 号

(1989) 50 頁）。

このフリンジ・ベネフィットといわれる経済的利益（以下「経済

的利益」という）を非課税として取り扱う根拠としては、①法令に

より規定されているもの、②国税庁の取扱い（通達）で明らかにさ

れているもの、③その他明文化されてはいないが①や②に準じて取

り扱われているものに大別される。

また、経済的利益を非課税とする理由としては、次のようなもの

が挙げられる。

① 主として使用者の業務遂行上の必要から支給されているもの

で、受給者にとっては反射的ないし付随的な利益であるもの（実

費弁償）

② 個人に対する利益の帰属ないしその程度が不明確で、評価が困

難なもの

③ 換金性に欠けるか乏しいもの

④ 受給者に選択の余地がないもの

⑤ 社会慣習による儀礼的な意味で支給されるもの

このように、経済的利益といっても課税しないとする取扱いには、

通常の給与と異なる性格を有している理由が挙げられているが、共

通するのはその経済的利益の額が少額であるため、強いて課税しな

いという少額不追及の考え方が根本にある。この経済的利益といわ

れるものには、福利厚生の要素が濃いものが多いと思われるが、そ

の課税と非課税の分岐点が必ずしも明確とはいえない取扱いも多く

ある。

そこで本書は、経済的利益については課税・非課税の判定のあい
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まいな点が多い点に鑑み、いわゆるフリンジ・ベネフィットと称さ

れ非課税扱いの経済的利益のみならず、現金による給付であっても

その課税・非課税の区分について疑義の生じやすいものを含め幅広

く取り扱うこととした。すなわち、法令上の非課税所得に該当する

もの（通勤費、旅費等）のほか、所得税基本通達に定められている

経済的利益の取扱い（所基通 36 -21~36 -50) のうち課税しな

い経済的利益（所基通 36 -21~36 -30、 36 -32) に係る部分に

ついてはもちろん、それ以外の部分についても収録した。さらに、

関係する個別通達や質疑応答事例、Q&A又はFA Qについても可

能な限り掲載することとした。

本書は、上記のとおり経済的利益の税務上の取扱いについて、Q

&A形式により可能な限り簡潔かつ分かりやすく解説するよう試み

た。一部長文化したものもあるが、これは制度内容の理解に資する

ためなので、ご理解を賜りたい。

振り返れば、コロナ感染症の問題がいまだ進行中の時期に出版の

お話をいただいて以来、遅筆に関しては人後に落ちない著者に半ば

呆れつつも諦めることなく辛抱強くお付き合いいただいた株式会社

日本法令の皆様方の寛大さがあってこそ上梓の日を迎えることがで

きた。この間、出版部の竹渕学氏には御心配、御迷惑をかけ続け超

人的我慢強さを発揮していただくことになり、お詫び申し上げると

ともに感謝申し上げる次第である。

令和 8 年 5 月

蜘士伊東博之
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現物給与とは

◇現物給与の意義

匹
よく「現物給与」という言葉を聞きますが、この現物給与と

はいったいとのようなものをいうのでしょうか。

因現物給与とは、金銭以外の経済的な利益で給与とされるも

のをいい、無償又は低い対価により譲渡や貸与、役務の提供

等を受ける利益が代表的なものである。

巨二互l
源泉徴収の対象となる給与所得の収入金額には、金銭で収入する

ものだけに限らず、金銭に代えて物の支給を受けたり、本来個人が

負担すべき跨用（俯務）を給与の支払者が負担したりするなど、金

銭以外の物や権利その他の経済的な利益により収入するものも含ま

れることとされており（所法 36①)、これらの金銭以外の経済的利

益の給付は、一般に現物給与ないしフリンジ・ベネフィットと呼ば

れている。

この現物給与ないしフリンジ・ベネフィットを所得税基本通達で

は「給与とされる経済的利益」といい、これらをその態様によって

分類してみると、次のとおりである（所基通 36 -15) 。

① 物品その他の資産の譲渡を無伯又は低い対価で受けた場合にお

けるその惰産のその時における価額又はその賓産のその時におけ

る価額と実際に支払う対価の額との差額に相当する利益

② 土地、家屋その他の賓産（金銭を除く）の貸与を無伯又は低い
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対価で受けた場合における通常支払うべき対価の額又はその通常

支払うべき対価の額と実際に支払う対価の額との差額に相当する

利益

③ 金銭の貸付けを無利息又は通常の利率よりも低い利率で受けた

場合における通常の利率により計算した利息の額又はその通常の

利率により計算した利息の額と実際に支払う利息との差額に相当

する利益

④ ②、③以外の用役の提供を無償又は低い対価で受けた場合にお

けるその用役について通常支払うべき対価の額又はその通常支払

うべき対価の額と実際に支払う対価の額との差額に相当する利益

⑤ 買掛金その他の債務の免除を受けた場合又は個務の負担（個人

的費用の負担を含む）をしてもらった場合におけるその免除を受

け、又は負担をしてもらった金額に相当する利益

現物給与とは 3 





旅費•海外渡航費

1 渡切りの出張旅費や日当の税務上の取扱い

゜出張旅費や日当等の旅費について定めた社内規程のない当社において、このたび、社長と社長随行として社員 1 名が出張

することになりました。そこで、社長には 1 泊 3 万円の宿泊

費と 1 日当たり 1 万 5,000 円の日当を、また、社員には同じ

く 1 万 5,000 円の宿泊費と 1 万円の日当を支給することにし

ました。これらの支給はいすれも渡切りで実費精算を行う予定

はありません。

このような旅費に関する社内規程に基つかない出張旅費の支

給をしても課税上問題はないでしょうか。

囚旅費規程に基づかない渡切りの旅費等は、給与所得として

課税する必要がある。

巨二互］
給与所得者に支給される旅骰で非課税とされるのは、勤務する場

所を離れてその職務を遂行するための旅行をした場合に、その旅行

に必要な支出に充てるために支給される金品で、その旅行について

通常必要であると認められるものとされている（所法 9①四）。また、

この非課税とされる旅投は、その旅行に必要な運賃、宿泊料、移転

料として支給される金品のうち旅行の目的、目的地、行路、旅行期

間、宿泊の要否、旅行者の職務内容及び地位からみて、その旅行に

通常必要とされる費用の支出に充てられると認められる範囲の金品
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をいうこととされている。

したがって、非課税の旅許とは実骰弁倣部分の金額をいうことに

なるが、全てを実投粕鉢することは実務上困難であるから、次の事

項を勘案した支給基準に基づいて支給される旅骰については実股精

算しなくても非課税として取り扱われる（所碁通 9 -3) 。

① その支給額が役員及び使用人の全てを通じて適正なバランスが

保たれた基準によって計符されたものであること。

② その支給額が使用者と同業種、同規模の他の使用者が一般に支

給している金額に照らして相当と詔められるものであること。

したがって、実投精算を行わない旅桜、日当については、これら

の要件を満たさない限り非課税として取り扱うことはできず、支給

を受ける者の給与所得として課税する必要がある。

2 子会社出向の役員の出張旅費を親会社が補源した場合

の取扱い

゜子会社へ出向した役員が、子会社の業務で出張した場合、その支給する出張旅費は子会社の規程により支給されますが、当

社の規程による額よりも低い額となっています。

そこで、子会社の業務で出張した場合であっても、親会社で

ある当社からその差額を支給したいと考えています。

子会社と当社は同一製品を扱う親子会社ですから、子会社の

業務による出張とはいえ、当社が費用負担しても最終的には当

社に便益をもたらすものといえます。したがつて、当社からの

支給額について、出向した役員に対する課税をしなくてもよい

と思いますが、いかがでしょうか。

囚 出向者に対する旅費の差額補填金は、出向元の業務に係る

応分の負担であり、それが適正な旅費規程に従って支給され

るものである限り、非課税として取り扱って差し支えないと

I ／旅費・海外渡航費 7 



考えられる。

巨二亘］
出張旅骰は、使用者の業務遂行上の必要から役員又は使用人に対

して支給する実牲弁済の性格をもつものであることから非課税とさ

れている（所法 9①四）。そして、出向元がその負担する旅骰の支

給についても、出向元の業務に関する部分があれば給与等の差額補

坑金と同様に出向元が旅教の一部を負担することに合理性が認めら

れる。したがって、その出張が出向元の業務に関するものを含むも

ので適正な碁準に基づく差額補瑕金については非課税として取り

扱って差し支えないものと考えられる。

3 外交員報酬とは別に専属外交員に旅費を支給した場合

09 
当社役員の出張に際し、当社と雇用契約のない当社専属の個

人事業者である外交員が同行しなければならない必要が生じま

した。そこで、同行する外交員に外交員報酬とは別に、当社の

旅費規程に準じて出張旅費を支給することにしました。この場

合の税務上の取扱いはどのようになるのでしょうか。

囚 外交員は給与所得者に該当しないことから、旅費の非課税

規定は適用されないのが原則であるが、職務遂行上必要な旅

費の部分が明らかに区分されていれば非課税とされる。

巨二互］
非課税とされる旅骰は、給与所得を有する者が勤務する場所を離

れてその職務を遂行するため旅行をした場合に、その旅行に必要な

支出のため支給される金品をいう（所法 9①四）。つまり、旅牲が

非課税とされるのは、使用者の業務遂行上の必要に碁づき職務を遂

行するため旅行することとなった給与所得者に限られている（所法
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